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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第105期
第２四半期
連結累計期間

第106期
第２四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日

至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （千円） 38,893,588 37,581,861 78,656,024

経常利益 （千円） 1,711,540 988,825 3,040,949

四半期（当期）純利益 （千円） 1,003,042 582,379 2,036,655

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 399,913 792,863 1,093,523

純資産額 （千円） 43,072,657 43,963,448 43,476,832

総資産額 （千円） 85,657,700 81,168,941 79,213,851

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 35.73 20.75 72.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 31.87 20.71 －

自己資本比率 （％） 49.8 53.6 54.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 3,241,602 2,138,340 6,999,325

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △289,735 △1,565,052 △1,976,312

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △1,027,552 1,309,239 △8,942,024

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 15,300,268 11,334,231 9,445,652

　

回次
第105期
第２四半期
連結会計期間

第106期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.33 26.63

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第105期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。

４　第105期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５　第106期第１四半期連結会計期間から潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定にあたり、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しており

ます。当該会計方針の変更は遡及適用され、第105期第２四半期連結累計期間及び第105期連結会計年度の潜在

株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、連結子会社であった(株)タイホウテクノサービスは、当第２四半期連結累計期間において清算結

了しています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事
項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報
告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので
あります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による景気の停滞から持ち直しが見ら
れるものの、欧州の金融不安や米国の景気低迷など世界的な経済の減速不安が高まり、先行きは不透明な状
況で推移しました。
自動車業界におきましては、震災により被害を受けたサプライチェーンの復旧が進み、自動車生産の水準

は当初の見通しよりも早く回復いたしましたが、円高の進行による収益への懸念が生じました。
このような経営環境の中、グループ一丸となり、「VISION2015」達成に向け、強固かつ高収益な体質づく

りに更なる努力をしてまいりました。

　

①売上高

当第２四半期連結累計期間の売上高は37,581百万円となり、前年同四半期に比べ1,311百万円の減収
（前年同四半期比3.4％減）となりました。

②営業利益

当第２四半期連結累計期間の営業利益は889百万円となり、前年同四半期に比べ710百万円の減益(前
年同四半期比44.4％減)となりました。

③経常利益

当第２四半期連結累計期間の経常利益は988百万円となり、前年同四半期に比べ722百万円の減益(前
年同四半期比42.2％減)となりました。

④四半期純利益

当第２四半期連結累計期間の四半期純利益は582百万円となり、前年同四半期に比べ420百万円の減
益(前年同四半期比41.9％減)となりました。

セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

①自動車部品関連事業

自動車部品関連事業においては、売上高が32,789百万円となり、前年同四半期に比べ2,645百万円の
減収（前年同四半期比7.5％減）となりました。

②自動車製造用設備関連事業

自動車製造用設備関連事業においては、売上高が4,696百万円となり、前年同四半期に比べ1,348百万
円の増収（前年同四半期比40.3％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

①流動資産

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は36,507百万円であり、前連結会計年度末に比
べ2,295百万円増加しております。現金及び預金の1,427百万円の増加が主な要因であります。

②固定資産

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は44,661百万円であり、前連結会計年度末に比
べ340百万円減少しております。投資有価証券の363百万円の減少が主な要因であります。

③流動負債

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は18,052百万円であり、前連結会計年度末に
比べ1,780百万円減少しております。１年内返済予定の長期借入金の2,002百万円の減少が主な要因で
あります。

④固定負債

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は19,152百万円であり、前連結会計年度末に
比べ3,248百万円増加しております。長期借入金の3,624百万円の増加が主な要因であります。

⑤純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は43,963百万円であり、前連結会計年度末に比
べ486百万円増加しております。利益剰余金の289百万円の増加と為替換算調整勘定の283百万円の増加
が主な要因であります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、11,334百万円とな
り、前年同四半期連結累計期間に比べ3,966百万円減少（前年同四半期比25.9％減）いたしました。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、2,138百万円となり、前年同四半期連結累計期間に比べ1,103百万円減
少（前年同四半期比34.0％減少）いたしました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の減少326百万
円と売上債権の増加705百万円によるものです。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、1,565百万円となり、前年同四半期連結累計期間に比べ1,275百万円増
加（前年同四半期比440.2％増加）いたしました。これは主に、有形固定資産の取得による支出の増加
1,474百万円によるものです。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は、1,309百万円となり、前年同四半期連結累計期間に比べ2,336百万円増
加いたしました。これは主に、長期借入れによる収入の増加4,000百万円によるものです。

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,413百万円であります。
なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま
せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,400,000

計 48,400,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 28,222,657 28,222,657

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 28,222,657 28,222,657－ －

(注)　提出日現在の発行数には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成23年６月15日

新株予約権の数(個) 2,550個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 255,000株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 808円（注）３

新株予約権の行使期間
平成25年８月１日～
平成27年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　808円
資本組入額　404円

新株予約権の行使の条件

①対象取締役・執行役員の退任・対象従業員の退職及
び死亡の取扱いは以下のとおりとする。

・当社の取締役、執行役員、従業員の地位を有さなく
なった場合、当社子会社の取締役の地位を有さなくなっ
た場合には、地位喪失日又は権利行使期間の開始日のい
ずれか遅い方から６ヶ月間に限り新株予約権を行使す
ることが出来る。ただし、新株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可能期
間等について制限がなされ、又は新株予約権を当社に返
還すべきこととなることがある。

・死亡した場合は相続人は新株予約権を行使すること
はできないものとする。

②その他、権利行使の条件は、本総会及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を
受けたものとの間で締結する新株予約権割当契約に定
めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要
する。

 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

(注) １ 　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
２ 　新株予約権を発行する日(以下「発行日」とする。)以降、当社普通株式の分割または併合を行う

場合には、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切
り捨てる。
新株予約権の目的たる株式総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使及び消却されていない
新株予約権の総数を乗じた数とする。
　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要
とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、
合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後株式数に当該
時点で行使及び消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。
また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必
要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」
という。）に公告または通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うこ
とができない場合には、以後速やかに公告または通知するものとする。

３ 　行使価額は、発行日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取引所に
おける当社普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額
(１円未満の端数は切上げ)、または発行日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近
日の終値)のいずれか高い金額とする。
なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果
生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

①　当社普通株式の分割又は併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（会社法
第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当
社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請
求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）
は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、これを切り上げる
ものとする。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝
調 整 前
行使価額

×
時　価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自
己株式の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を
「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

③　当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない
事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使
価額を調整するものとする。

４ 　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為
の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予
約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株
式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付す
ることとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新
たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨
を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計
画において定めた場合に限るものとする。
(１)　交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するも
のとする。

(２)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(３)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(４)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記３に定められる行使
価額を組織再編の条件等を勘案の上調整して得られる再編後払込金額に、上記(３)に従って
決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす
る。

(５)　新株予約権の行使可能期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使することができる期間の開始日と組織再編行為
の効力発生日のうちいずれか遅い日から、行使することができる期間の満了日までとする。

(６)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関
する事項

増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の
２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。増
加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額
を減じた額とする。

(７)　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとす
る。

(８)　新株予約権の取得条項
以下の①、②、③、④及び⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不
要の場合は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途
定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を
要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認
を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を
取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 28,222,657－ 6,193,989－ 9,824,045

　

(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 9,676 34.29

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１番地 1,427 5.06

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,372 4.86

日本発条株式会社 神奈川県横浜市金沢区福浦３丁目10 1,344 4.76

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９番地８ 1,071 3.79

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 629 2.23

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 562 1.99

大豊工業従業員持株会 愛知県豊田市緑ヶ丘３丁目65番地 502 1.78

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ
ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ
ＲＴＦＯＬＩＯ

東京都品川区東品川２丁目３番14号 438 1.55

野々山 秀 夫 愛知県豊田市 305 1.08

計 ― 17,330 61.40

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　1,372千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　629千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９)　　 562千株
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 153,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,041,800 280,418 －

単元未満株式 普通株式 27,757 － －

発行済株式総数 　 28,222,657 － －

総株主の議決権 － 280,418 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が次の通り含まれております。

　　　自己保有株式　　　　　　　　　　39株

　
②　【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

大豊工業株式会社
愛知県豊田市緑ヶ丘

３丁目65番地
153,100 － 153,100 0.54

計 － 153,100 － 153,100 0.54

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,378,506 11,806,179

受取手形及び売掛金 15,154,952 15,597,838

有価証券 300,381 99,945

商品及び製品 1,811,919 2,092,086

仕掛品 1,565,183 1,702,850

原材料及び貯蔵品 2,451,820 2,527,656

繰延税金資産 1,251,490 1,372,804

その他 1,321,077 1,315,150

貸倒引当金 △23,563 △7,187

流動資産合計 34,211,769 36,507,325

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 23,965,637 24,131,947

減価償却累計額 △13,679,737 △14,079,078

建物及び構築物（純額） 10,285,899 10,052,869

機械装置及び運搬具 67,828,408 67,561,137

減価償却累計額 △53,400,320 △54,201,930

機械装置及び運搬具（純額） 14,428,087 13,359,207

工具、器具及び備品 13,785,013 14,085,488

減価償却累計額 △12,938,205 △13,341,092

工具、器具及び備品（純額） 846,807 744,395

土地 12,687,269 12,698,446

リース資産 98,650 128,011

減価償却累計額 △42,021 △54,493

リース資産（純額） 56,628 73,517

建設仮勘定 1,588,582 3,117,429

有形固定資産合計 39,893,275 40,045,866

無形固定資産

リース資産 51,894 65,509

その他 496,306 489,090

無形固定資産合計 548,201 554,600

投資その他の資産

投資有価証券 2,482,742 2,139,972

長期貸付金 51,355 49,741

繰延税金資産 1,263,456 991,993

その他 799,124 915,514

貸倒引当金 △36,072 △36,072

投資その他の資産合計 4,560,605 4,061,149

固定資産合計 45,002,082 44,661,616

資産合計 79,213,851 81,168,941

EDINET提出書類

大豊工業株式会社(E02199)

四半期報告書

12/25



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,252,377 10,862,166

短期借入金 300,107 300,000

1年内返済予定の長期借入金 3,395,382 1,393,102

未払費用 3,840,197 3,814,225

未払法人税等 535,067 195,931

役員賞与引当金 154,101 75,660

リース債務 41,406 50,327

その他 1,314,395 1,361,229

流動負債合計 19,833,035 18,052,640

固定負債

長期借入金 13,281,817 16,906,361

繰延税金負債 396,091 372,649

退職給付引当金 1,340,711 1,182,999

役員退職慰労引当金 332,265 232,189

負ののれん 262,096 165,373

リース債務 65,540 86,939

資産除去債務 108,135 108,223

その他 117,324 98,116

固定負債合計 15,903,983 19,152,852

負債合計 35,737,019 37,205,493

純資産の部

株主資本

資本金 6,193,989 6,193,989

資本剰余金 9,662,802 9,662,802

利益剰余金 29,338,831 29,628,188

自己株式 △190,015 △190,015

株主資本合計 45,005,608 45,294,964

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 310,837 225,081

為替換算調整勘定 △2,287,960 △2,004,654

その他の包括利益累計額合計 △1,977,122 △1,779,572

新株予約権 97,969 89,893

少数株主持分 350,377 358,162

純資産合計 43,476,832 43,963,448

負債純資産合計 79,213,851 81,168,941
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 38,893,588 37,581,861

売上原価 32,136,161 31,254,009

売上総利益 6,757,427 6,327,851

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 423,429 382,890

役員報酬 168,742 166,072

従業員給料 1,096,681 1,194,180

賞与 382,679 369,334

退職給付費用 143,565 122,453

法定福利費 214,506 196,332

福利厚生費 224,908 218,526

役員退職慰労引当金繰入額 46,650 44,685

役員賞与引当金繰入額 73,621 74,866

賃借料 164,030 156,662

旅費及び交通費 108,872 98,523

減価償却費 146,356 145,632

研究開発費 1,114,297 1,412,601

その他 848,697 855,394

販売費及び一般管理費合計 5,157,040 5,438,157

営業利益 1,600,386 889,694

営業外収益

受取利息 33,116 23,083

受取配当金 20,408 17,290

投資有価証券売却益 － 64,800

負ののれん償却額 197,134 96,723

持分法による投資利益 85,105 61,182

その他 141,566 157,432

営業外収益合計 477,331 420,511

営業外費用

支払利息 133,987 123,170

固定資産除却損 82,744 77,990

為替差損 98,439 76,320

その他 51,005 43,898

営業外費用合計 366,177 321,380

経常利益 1,711,540 988,825
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

特別利益

新株予約権戻入益 18,710 30,912

退職給付制度改定益 27,471 －

その他 7,391 4,736

特別利益合計 53,573 35,648

特別損失

投資有価証券評価損 332,503 22,992

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 101,041 －

災害による損失 － 20,499

その他 25,105 1,124

特別損失合計 458,650 44,616

税金等調整前四半期純利益 1,306,462 979,858

法人税、住民税及び事業税 390,593 202,354

法人税等調整額 △119,783 175,892

法人税等合計 270,809 378,246

少数株主損益調整前四半期純利益 1,035,653 601,611

少数株主利益 32,610 19,232

四半期純利益 1,003,042 582,379
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,035,653 601,611

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 30,636 △85,755

為替換算調整勘定 △666,376 268,399

持分法適用会社に対する持分相当額 － 8,607

その他の包括利益合計 △635,739 191,251

四半期包括利益 399,913 792,863

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 377,817 779,928

少数株主に係る四半期包括利益 22,096 12,935
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,306,462 979,858

減価償却費 3,062,165 2,488,696

負ののれん償却額 △197,134 △96,723

退職給付引当金の増減額（△は減少） △219,763 △157,975

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,987 △100,075

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △51,085 △78,441

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,154 △16,745

受取利息及び受取配当金 △53,524 △40,373

支払利息 133,987 123,170

投資有価証券評価損益（△は益） 332,503 22,992

投資有価証券売却損益（△は益） － △64,800

固定資産除却損 103,931 78,140

固定資産売却損益（△は益） △5,692 △5,992

持分法による投資損益（△は益） △85,105 △61,182

災害による損失 － 20,499

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 101,041 －

退職給付制度改定益 △27,471 －

売上債権の増減額（△は増加） 321,676 △383,539

たな卸資産の増減額（△は増加） △82,059 △454,137

仕入債務の増減額（△は減少） △437,625 573,248

未払消費税等の増減額（△は減少） △289,249 △72,067

その他 △209,843 △44,421

小計 3,715,356 2,710,131

利息及び配当金の受取額 71,310 80,826

利息の支払額 △133,926 △122,865

法人税等の支払額 △411,137 △529,752

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,241,602 2,138,340

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △121,066 △78,588

定期預金の払戻による収入 624,000 549,947

有価証券の取得による支出 △202,174 －

有価証券の償還による収入 300,000 300,000

投資有価証券の取得による支出 △1,383 △881

投資有価証券の売却による収入 2,638 172,800

有形固定資産の取得による支出 △904,271 △2,378,695

有形固定資産の売却による収入 9,205 39,379

貸付けによる支出 △114 △3,231

貸付金の回収による収入 10,441 4,605

関係会社出資金の払込による支出 － △123,480

その他 △7,010 △46,909

投資活動によるキャッシュ・フロー △289,735 △1,565,052
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △301,197 △107

長期借入れによる収入 － 4,000,000

長期借入金の返済による支出 △375,456 △2,375,456

自己株式の取得による支出 △123 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,543 △24,109

配当金の支払額 △336,748 △281,102

少数株主への配当金の支払額 △300 △4,643

その他 △183 △5,341

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,027,552 1,309,239

現金及び現金同等物に係る換算差額 △265,899 6,051

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,658,414 1,888,578

現金及び現金同等物の期首残高 13,641,853 9,445,652

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 15,300,268

※
 11,334,231

EDINET提出書類

大豊工業株式会社(E02199)

四半期報告書

18/25



【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

(１) 連結の範囲の変更

　　(株)タイホウテクノサービスは当第２四半期連結会計期間において清算結了したため、連結の範囲から除外して

おります。

(２) 変更後の連結子会社の数

　　15社

　

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６

月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

アストラニッポンガスケット 
インドネシア（株）

45,000千円
アストラニッポンガスケット 
インドネシア（株）

45,000千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は
次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

現金及び預金勘定 15,814,850千円 11,806,179千円

有価証券勘定 475,037千円 99,945千円

計 16,289,887千円 11,906,124千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金、定期積金 △514,582千円 △471,948千円

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △475,037千円 △99,945千円

現金及び現金同等物 15,300,268千円 11,334,231千円
　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 336,83812.00平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 280,69710.00平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月15日
定時株主総会

普通株式 280,69510.00平成23年３月31日 平成23年６月16日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月27日
取締役会

普通株式 280,69510.00平成23年９月30日 平成23年11月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注) １
合計

調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３

自動車部品

関連事業

自動車

製造用設備

関連事業

計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 35,434,8173,347,46338,782,280111,30838,893,588－ 38,893,588

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 146,176146,176600,613746,789△746,789 －

計 35,434,8173,493,63938,928,456711,92139,640,378△746,78938,893,588

セグメント利益又は損
失（△）

3,888,399△150,8703,737,528103,6333,841,161△2,240,7751,600,386

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・作業改善コンサルティ

ング・自動車部品の物流・梱包等のサービス等を含んでおります。

     ２　セグメント利益又は損失の調整額△2,240,775千円は、主に全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費）となっております。

     ３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注) １
合計

調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３

自動車部品

関連事業

自動車

製造用設備

関連事業

計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 32,789,2764,696,21237,485,48996,37237,581,861－ 37,581,861

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 76,62476,624613,753690,377△690,377 －

計 32,789,2764,772,83637,562,113710,12638,272,239△690,37737,581,861

セグメント利益又は損
失（△）

2,805,043358,6043,163,64774,7933,238,441△2,348,747889,694

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・作業改善コンサルティ

ング・自動車部品の物流・梱包等のサービス等を含んでおります。

     ２　セグメント利益又は損失の調整額△2,348,747千円は、主に全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費）となっております。

     ３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 35.73円 20.75円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 1,003,042 582,379

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,003,042 582,379

普通株式の期中平均株式数(株) 28,069,775 28,069,518

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 31.87円 20.71円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 3,406,588 45,986

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

（会計方針の変更）
第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号
　平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しております。
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定する
ストック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストッ
ク・オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更
しております。
これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の金額は31.87円であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　第106期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年10月27日開催
の取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり
中間配当を行うことを決議いたしました。
① 中間配当金の総額　　　　　　　　　　　280,695千円
② １株当たりの中間配当金　　　　　　　　　 10円00銭
③ 効力発生日ならびに支払開始日　　 平成23年11月25日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月14日

大豊工業株式会社

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川　原　光　爵

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    戸　田　　　栄

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊工業株式会社

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成
23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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